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平成１６年度　無線設備整備士

検定試験問題　標準解答

【法規編】

問 １　次の文章は、船舶安全法及び関係法令で規定する用語について述べたものである。正しいものには○

　　 印を、正しくないものには×印を（　　　）内につけよ。（5点）

　（ × ）（１）　船舶安全法施行規則で規定する「国際航海旅客船等」とは、「国際航海に従事する旅客船」

　　　　　　　 のみをいう。

　（ ○ ）（２）　船舶安全法施行規則で規定する「国際航海旅客船等」には、国際航海に従事する総トン数

　　　　　　 　499トンの貨物船も含まれる。

　（ ○ ）（３）　船舶安全法施行規則で規定する「国際航海旅客船等」とは、国際航海に従事する旅客船及

　　　　　　　 び国際航海に従事する総トン数 300トン以上の非旅客船（専ら漁ろうに従事する総トン数

　　　　　　　 300トン以上の漁船を除く。）をいう。

　（ × ）（４）　船舶設備規程で規定する「2時間限定沿海船等」とは、沿海区域から当該船舶の最強速力

　　　　　　　 で 2時間以内に往復できる区域を航行区域とする船舶のみをいう。

　（ ○ ）（５）　船舶設備規程で規定する「2時間限定沿海船等」とは、沿海区域を航行区域とする船舶で

　　　　　　　 平水区域から当該船舶の最強速力で 2時間以内に往復できる区域のみを航行するもの及び平

　　　　　　　 水区域を航行区域とする船舶をいう。

　（ × ）（６）　船舶設備規程で規定する「2時間限定沿海船等」には、平水区域を航行区域とする旅客船

　　　　　　　 は含まれない。

　（ ○ ）（７）　船舶設備規程で規定する「内航ロールオン・ロールオフ旅客船」とは、国際航海に従事し

　　　　　　　 ないロールオン・ロールオフ旅客船であって沿海区域又は平水区域を航行区域とする総トン

　　　　　　　 数 1,000トン以上のものをいう。

　（ × ）（８）　船舶設備規程で規定する「内航ロールオン・ロールオフ旅客船」とは、国際航海に従事し

　　　　　　　 ないロールオン・ロールオフ旅客船であって沿海区域又は平水区域を航行区域とする総トン

　　　　　　　 数 500トン以上のものをいう。

　（ ○ ）（９）　船舶安全法施行規則で規定する「管海官庁」のうち、国土交通大臣は原子力船等に関する

　　　　　　　 船舶検査等を所掌する。

　（ ○ ）（10）　船舶安全法施行規則で規定する「管海官庁」のうち、本邦外にある船舶（原子力船等を除

　　　　　　　く。）及び予備検査等の物件に関する検査等は関東運輸局長が所掌する。

　（ × ）（11）　船舶安全法施行規則で規定する「管海官庁」には、（財）日本海事協会も含まれる。

　（ ○ ）（12）　船舶安全法施行規則で規定する「管海官庁」のうち、地方運輸局長又は運輸支局長あるい

　　　　　　　 は海事事務所長は本邦の管轄する所在地にある船舶（原子力船等を除く。）及び予備検査等の

　　　　　　　 物件に関する検査等を所掌する。

　　

（答は（　　）内に記載。）
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問 ２　船舶安全法施行規則で規定する無線設備の保守等には,①設備の二重化、②陸上保守、③船上保守の３

　　 つの措置がある。下記の表の左の船舶が右の水域を航行水域とするとき、無線設備の保守等に関する措

　　 置のうち 2つの措置を講じなければならないものには２を、1つの措置でよいものには１をそれぞれ記

　　 入せよ。また、３つの措置のうちいずれの措置も必要としないものには×印を記入せよ。

　　   なお、左の船舶はいずれも沿海区域及び 2時間限定沿海区域並びに平水区域を航行区域とするもので

　　 はない。(10点)

　　（１）

　　　　　　　　　　　　　　　　航 行 水 域
　　船 舶 の 種 類

Ａ１ Ａ２ Ａ３ Ａ４

国際航海に従事する総トン数 3,500トンの貨物船 １ １ ２ ２

国際航海に従事する総トン数 299トンの貨物船 １ １ １ １

国際航海に従事しない総トン数 3,500トンの貨物船 × × １ １

国際航海に従事しない総トン数 50トンの漁船 × × １ １

国際航海に従事しない総トン数 19トンの漁船 × × × ×

　　（２）

　　　　　　　　　　　　　　　　航 行 水 域
　　船 舶 の 種 類

Ａ１ Ａ２ Ａ３ Ａ４

国際航海に従事する総トン数 299トンの旅客船 １ １ ２ ２

国際航海に従事する総トン数 419 トンのもっぱら漁
ろうに従事する船舶

１ １ １ １

国際航海に従事する総トン数 299トンの貨物船 １ １ １ １

国際航海に従事しない総トン数 5,000トンの貨物船 × × １ １

国際航海に従事しない総トン数 19トンの漁船 × × × ×

　（答は上記の表中に記載。）
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問 ３　Ａ３水域、Ａ２水域又はＡ１水域のみを航行する総トン数４９９トンの非国際貨物船で、無線設備の

　　 保守等のため、設備の二重化を行う場合、備えるべき予備の無線設備を２つあげよ。（5点)

　　（答は下記イのうちいずれか 1つ及びロ。）

　　　　イ　下記(a)から(d)までのいずれかの無線設備

　　　　　　(a)　ＨＦ直接印刷電信、ＨＦデジタル選択呼出装置及びＨＦデジタル選択呼出聴守装置

　　　　　　　(b)　ＨＦ無線電話、ＨＦデジタル選択呼出装置及びＨＦデジタル選択呼出聴守装置

　　　　　　　(c)　インマルサット直接印刷電信

　　　　　　　(d)　インマルサット無線電話

　　　　　ロ　ＶＨＦ無線電話及びＶＨＦデジタル選択呼出装置（ＶＨＦ無線設備という。）

問 ４　次の文章は、船舶設備規程で規定する航海用具の搭載要件について述べたものである。正しいものに
　　 は○印を、正しくないものには×印を（　　　）内につけよ。　（5点）

　（ × ）（１） ナブテックス受信機は 2時間限定沿海船等を除いて、ナブテックス水域を航行するすべての

　　　　　　　船舶に備えなければならない。

　（ × ）（２） ナブテックス受信機は、国際航海旅客船等以外の船舶であって総トン数 99トンの船舶には

　　　　　　  備えなくともよい。

　（ ○ ）（３） ナブテックス水域を航行する船舶のうち、２そうびき機船底びき網漁業に従事するもののう

　　　　　　　ちの１隻（免除の記載がある船舶手帳を有する船舶）には、ナブテックス受信機を備えなくと

　　　　　　　もよい。

　（ ○ ）（４） ナブテックス水域を航行する船舶のうち、集団操業を行うまき網漁船（網船、運搬船以外の

　　　　　　　船舶で免除の記載がある船舶手帳を有する船舶）の場合はナブテックス受信機を備えなくとも

　　　　　　　よい。

　（ ○ ）（５） ナブテックス水域を超えて航行する船舶には高機能グループ呼出受信機を備えること。

　　　　　　　　ただし、2時間限定沿海船等及び管海官庁が航海の態様を考慮して差し支えないと認める船

　　　　　　　舶についてはその限りではない。

　（ × ）（６） 国際航海に従事する総トン数 99トンの貨物船には、VHFデジタル選択呼出装置及び VHF

　　　　　　　デジタル選択聴守装置を備えなければならない。   

　（ ○ ）（７） 国際航海に従事しない総トン数 199トンの貨物船には、VHFデジタル選択呼出装置及び

　　　　　　　VHFデジタル選択聴守装置を備えなければならない。   

　（ ○ ）（８） 国際航海旅客船等及び国際航海旅客船等以外の総トン数 100トン以上の船舶にはＶＨＦデ

　　　　　　　ジタル選択呼出装置及びＶＨＦデジタル選択呼出聴守装置を備えなければならない。

　　　　　　　　ただし、2時間限定沿海船等及び管海官庁が航海の態様を考慮して差し支えないと認める船

　　　　　　　舶についてはその限りではない。

　（ ○ ）（９） Ａ４水域又はＡ３水域を航行する船舶には、ＨＦデジタル選択呼出装置を備えなければな

　　　　　　　らないが、インマルサット直接印刷電信又はインマルサット無線電話を備えていればその限

　　　　　　　りでない。

　（ × ）（10） 国際航海に従事しない総トン数 150 トンの旅客船で平水区域を航行区域とするものには、遭

　　　　　　　難信号送信操作装置及び遭難信号受信警報装置を備えなければならない。

　　（答は上記（　　）内に記載。）
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問 ５　次の文章は、告示で定める航海用具の機能の一部について述べたものである。文中の　　　　　　 内
　　 中に適切な数字又は用語を記入せよ。なお、同じ数字又は用語を複数回使用してもよい。　（５点）

  

　　（１） 日本語ナブテックス受信機は、１行に少なくとも　   ３０ 　 文字印刷できるものであり、かつ、

　　　　 海上安全情報を機器の内部に　  ３０　　 件以上蓄積でき、　 ６０   　時間以上　　７２

　　　　 時間以内の間に自動的に消去されること。　また、捜索又は救助の情報を受けた場合には、警報を

　　　　 発するものであり、その警報の停止は　  手動　　でのみ行えること。

　　　　　（答は 　　　 内に記入。）

　　（２） ＶＨＦデジタル選択呼出装置及びデジタル選択呼出装置は、スイッチを入れてから　　１　　分

　　　　 以内に作動し、自船の　位置　　及び　 時刻　 に関する情報を 自動的及び手動操作により入力で

　　　　 きること。手動操作による場合は、 ４　　時間を超えない間隔で自船の　位置　及び 　時刻　 を

　　　　 入力すること。また、自船の　位置　及びそれに係る　 時刻  を定期的に   更新　されない場合

　　　　 には、  警報　を発するものであること。

　　　　　（答は 　　　 内に記載。）

問 ６　船舶設備規程で規定する「独立の補助電源」に関し、次の表の右欄の船舶では、独立の補助電源は左

　　 欄のどの設備に対して給電できるものでなければならないか。給電が必要な設備には○印を、必要とし

　　 な い設備には×印を記入せよ。また、表中の備考に記載された文章の　　　　　　内に適切な数字を

　　 記入せよ。　（10点）

　　（船の種類で、GTは総トン数を表す。）

A1水域 A2水域 A3水域　　　　　　　  
　　　　　　 　 航行水域と船の種類
　　

　　　　設　備　名

国際航海に従事

しない 150GT の
旅客船

国際航海に従事し

ない 499GTの貨物
船

国際航海に従事す

る 50,000GTの貨物
船

① VHFデジタル選択呼出装置
　 及び VHF無線電話

○ ○ ○

② MFデジタル選択呼出装置、
　 MF直接印刷電信及びMF無線電話

× ○ ○

③ インマルサット直接印刷電信
 　及びインマルサット無線電話

× × ○

④ HFデジタル選択呼出装置、
　 HF直接印刷電信及び HF無線電話

× × ○

⑤ その他の無線設備　　　　　（注 1） ○ ○ ○

⑥ 無線設備操作場所の照明装置 ○ ○ ○

備考：上記設備に対し、非常電源から給電することができる船舶にあっては 　 １　　 時間、非常電源

　　　から給電できない船舶にあっては 　 6　　 時間以上補助電源から給電することができること。

　　（注 1）：①の設備と同時に使用することができる他のすべての無線設備

　　（答は上記の表中に記載。）
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問 ７　船舶設備規程で規定する無線電信等の施設について、次の問に答えよ。（5点）

（１） Ａ３水域、Ａ２水域又はＡ１水域のみを航行する国際航海に従事する総トン数４９９トンの貨物

　　 船に備えなければならない無線電信等の設備を３つあげよ。（５点）

　　　　（答は下記のイ、ロ、ハ）

　　　　　　　イ．①又は②のいずれかの無線電信等

① HF直接印刷電信、HF無線電話及びMF直接印刷電信

② インマルサット直接印刷電信

　　　　　　　ロ．MF無線電話

　　　　　　　ハ．VHF無線電話

（２） 推進機関を有する船舶と当該船舶に押される船舶とが一体となったときの長さが３０メートル以上

　　 の船舶が、Ａ３水域、Ａ２水域又はＡ１水域を航行する場合、当該推進機関を有する船舶に備えなけ

　　 ればならない無線設備をあげよ。（５点）

　　　　（答は下記①及び②）

　　　　　①　Ａ３水域又はＡ２水域を航行するものには、ＭＦ無線電話及びＶＨＦ無線電話

　　　　　②　Ａ１水域のみを航行するものには、ＶＨＦ無線電話

問 ８　小型船舶安全規則に関する細則で規定する「非常の際に陸上との間で有効かつ確実に通信を行うこと

　　 ができる無線電話装置」として認められている無線電話を 5つあげよ。　（５点)

　　　　（答は下記の中から５つ記載する。）

(1) 漁業無線

(2) マリンＶＨＦ（ただし、16ch（156.8MHz）（緊急通信用）付きのものに限る。）

(3) 国際ＶＨＦ（VHF無線電話）

(4) サテライト・マリンホン

(5)　サテライトホン DoPaＮ21

(6)　ワイドスター・マリンホン

(7) ワイドスターDoPaN21

(8) ワイドスター・デュオ

(9) インマルサットミニＭ
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問 ９　国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する次の問に答えよ。　（5点)
　　

（１） 　対象となる日本の国際航海船舶とはどのような船舶か述べよ。

　　（答は下記(a)及び(b)）

(a)　国際航海旅客船

(b)　国際航海に従事する総トン数 500トン以上の旅客船以外の船舶

　　　ただし、以下の船舶を除く。

　　　　　　　 ①　専ら漁ろうに従事するもの

　　　　　　　 ②　推進機関を有しない船舶

　　　　　　　 ③　国が所有し又は運航する非商業的目的のみに使用されるもの

　　　　　　　 ④　スポーツ又はレクリエーションの用に供するヨット、モーターボートその他これに準

　　ずる船舶

　　　　　　　 ⑤　国土交通大臣がその航海の目的、態様、運航体制等を勘案して船舶の保安の確保上差

　　し支えないと認めた船舶

（２） 　危害行為の発生等の情報を海上保安庁に通報するため、（１）の船舶に備えなければならない

無線設備名をあげよ。

　　　（答）

無線設備名：　船舶警報通報装置（参考：電波法では船舶保安警報装置と称している。）

【装備工事・保守整備編】

問 10　 次の文章は国際ナブテックスシステムの概要について述べたものである。

　　　  下の　　　　　　　内の数字又は用語の中から適切なものを選び、その○番号を文中の

　　　内に記入せよ。なお、同じ数字又は用語を複数回使用してもよい。　（10 点）

　国際ナブテックスシステムは、各グループは　 ④６ 　局のナブテックス送信局（海岸局）からなり、

海岸局は、それぞれ定められた時刻に船舶向けに海上安全情報を　 ⑮英語 　で放送し、船舶局はそれ

を自動受信し、印字を行うシステムである。

　周波数は　 ⑱518 　kHz、海岸局からの放送時間は　 ②4　　時間ごとに　　⑤10　　分間以内と

定められており、　 ⑦相互干渉  　を避けるため、各海岸局に放送開始時刻が割り当てられている。

　送信局の識別符号は　⑪Ｂ１　 、放送内容の識別符号は　 ⑬Ｂ２　 である。船舶が必要とするメッ

セージ（海上安全情報）の種類を設定することで、ナブテックス受信機はその情報を印字するかどうか

を判断する。その海上安全情報には選択受信できるものと、受信を拒否できない重要な情報（重要な情

報とは、　 ⑨航行警報　、気象警報、　 ⑩捜索救助情報　及び海岸局の一貫番号のうち００のもの。）

とがある。

① ３、　②　４、　③　５、　④　６、　⑤　10、　⑥　17、　⑦　相互干渉、　⑧　気象予報

⑨　航行警報、　⑩　捜索救助情報、　⑪　Ｂ１、　⑫　Ｍ１、　⑬　Ｂ２、　⑭　Ｍ２、

　　⑮　英語、　⑯　日本語、　⑰　４２４、　⑱　５１８

（答は　　　　　　 内に記載。）
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問 11　次の文章は、VHFデジタル選択呼出装置及びMF／HFデジタル選択呼出装置で使用される呼出信号

　　 及び遭難呼出等について述べたものである。

　　　  下の　　　　　　　内の数字又は用語の中から適切なものを選び、その○番号を文中の

　　　内に記入せよ。なお、同じ数字又は用語を複数回使用してもよい。　（5点）

　　　デジタル選択呼出装置は、デジタル符号化信号を媒体とした通信方式で、VHF帯又はMF／HF帯の

　  周波数を使用している。遭難呼出等の呼出信号のうち、フォーマット信号には、遭難呼出、　 ④全船

　　呼出 、海域呼出、　②船団　 　呼出及び個別呼出の５種がある。

　　　フォーマット信号は、　　⑤２　　回繰返し送信される。遭難呼出を行う場合、遭難の種類の情報は、

　　　⑧手動　　　でのみ入力可能となっている。また、　　⑩遭難位置　　の入力は、手動入力及び航法装

　　置からの自動入力も可能となっている。

　　　  

① 緊急、　②　船団、　③　安全、　④　全船、　⑤　２、　⑥　３、　⑦　自動、　⑧　手動

⑨　速力、　⑩　遭難位置、　⑪　船首方位

　　（答は上記の　　 　　　　内に記載。）

　

問 12　次の文章は、ＶＨＦデジタル選択呼出装置及びデジタル選択呼出装置の主な性能要件について述べた

　　 ものである。正しいものには○印を、正しくないものには×印を（　　　）内につけよ。　（ 5点 ）

　　　　

　　（ ○ ）（１）　ＶＨＦデジタル選択呼出装置で用いられる遭難呼出しの周波数は、156.525MHz（チャ

　　　　　　　　 ンネル 70）と規定されている。

　　（ × ）（２）　ＭＦ／ＨＦデジタル選択呼出装置で用いられる遭難呼出しの周波数は、ＭＦ帯で 1波、

　　　　　　　　 ＨＦ帯で６波の計７波である。

　　（ ○ ）（３）　ＭＦ／ＨＦデジタル選択呼出装置で用いられる遭難呼出しの周波数は、ＭＦ帯で１波、

　　　　　　　　 ＨＦ帯で 5波の計 6波である。

　　（ × ）（４）　受信された遭難呼出しが直ちに印字されない場合の記憶容量は、ＶＨＦデジタル選択呼

　　　　　　　　 出装置では 20件以上、ＭＦ／ＨＦデジタル選択呼出装置では 30件以上でなければならな

　　　　　　　　 い。

　　（ ○ ）（５）　受信された遭難呼出しが直ちに印字されない場合の記憶容量は、ＶＨＦデジタル選択呼

　　　　　　　　 出装置及びＭＦ／ＨＦデジタル選択呼出装置ともに 20件以上でなければならない。

　　（ ○ ）（６）　ＶＨＦデジタル選択呼出装置で用いられる遭難呼出しの周波数の許容偏差は

　　　　　　　　「10×10－６以内」、また、ＭＦ／ＨＦデジタル選択呼出装置で用いられる遭難呼出しの周波

　　　　　　　　 数の許容偏差は「±10Hz以内」と規定されている。

　　（ × ）（７）　ＶＨＦデジタル選択呼出装置及びＭＦ／ＨＦデジタル選択呼出装置で用いられるマーク

　　　　　　　　 周波数及びスペース周波数は、1300Hz及び 2100Hzで同じ周波数を使用している。

　　（ ○ ）（８）　ＶＨＦデジタル選択呼出装置で用いられるマーク周波数及びスペース周波数は、それぞ

　　　　　　　　 れ 1300Hz及び 2100Hzであり、ＭＦ／ＨＦデジタル選択呼出装置で用いられるマーク周

　　　　　　　　 波数及びスペース周波数は、1615Hz及び 1785Hzである。
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　　（ ○ ）（９）　ＶＨＦデジタル選択呼出装置及びＭＦ／ＨＦデジタル選択呼出装置は、ともに、遭難呼

　　　　　　　　 出叉は緊急呼出を受信した場合には特別な可視可聴の警報を発するものであり、かつ、

　　　　　　　　 手動でのみ停止できるものであること。

　　（ × ）（10）　ＶＨＦデジタル選択呼出装置及びＭＦ／ＨＦデジタル選択呼出装置は、ともに、遭難呼

　　　　　　　　 出叉は緊急呼出を受信した場合には特別な可視可聴の警報を発するものであり、かつ、

　　　　　　　　 一定時間経過後自動的に停止できるものであること。

　　（ × ）（11）　デジタル選択呼出の信号伝達速度は、ＶＨＦデジタル選択呼出装置及びＭＦ／ＨＦデジ

　　　　　　　　 タル選択呼出装置のいずれも 100bpsである。

　　（ ○ ）（12）　デジタル選択呼出の信号伝達速度は、ＶＨＦデジタル選択呼出装置では 1200bpsであり、

　　　　　　　　 ＭＦ／ＨＦデジタル選択呼出装置では 100bpsである。

　　　　（答は（　　）内に記載。）

問 13　インマルサットについて、次の問に答えよ。　(10点)

（１） インマルサット通信における船舶から陸上への通信手順の概略を述べたものである。その通信手

　　　順にしたがって、その順番を（　　　）内に数字で記入せよ。　（６点）

　　

　　　（ １ ）・ユーザーの要求により船舶地球局より衛星経由で陸上地球局に回線接続を要求する。

　（ ３ ）・通信網管理局より陸上地球局に対して通信チャンネルを割り当てる。

　　　（ ２ ）・陸上地球局より通信網管理局に通信チャンネル割り当てを要求する。

　　　（ ５ ）・船舶地球局の端末と陸上地球局回線の端末を接続する。

　（ ４ ）・陸上地球局と船舶地球局間で回線を接続する。

（ ６ ）・陸上の接続要求相手先端末の応答に従い船舶地球局との回線を接続する。

（答は上記（　　）内に順番を記載。）

（２） インマルサット Fleet77 は、64 kbps の高品質通話や 64 kbps のパケット通信等の高機能を備

　　　えたインマルサット通信装置であるが、そのままではＧＭＤＳＳ設備とならない。どのよう機能を

　　　追加すればＧＭＤＳＳ設備となるかを下の文章の　　　　　　　内に記入せよ。（１点）

　　　　　ＥＧＣ受信機能の他に、　テレックス機能　　を追加する必要がある。

　　  （答は上記　　　　　　 内に記載。）

　

（３） インマルサットの海岸地球局からの高機能グループ呼出（ＥＧＣ）による呼出の種類を下記に(1)

　　　から(5)まで列挙してある。空欄となっている呼出の種類を　　　　　 　内に記入せよ。　（３点）

(1) 全船舶呼出、(2)　 国籍別呼出　 　、　(3) 　　海域別呼出　　、(4) 　　船団呼出 　　、

(5) 特定船舶呼出
　

（答は上記　　　　　　　内に記載。）
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問 14　下記の文章は高機能グループ呼出受信機の性能要件について述べたものである。正しいものには○印

　　　を、正しくないものには×印を（　　　）内につけよ。　（5点）

　　（ ○ ）（１） 受信したメッセージのうち重要な情報は直ちに印字されるが、その他のメッセージは、後

　　　　　　　　で印字するため、一旦記憶されること。

　　（ × ）（２） すべてのメッセージは、その文字に誤字があった場合は印字されないこと。

　　（ ○ ）（３） 印字装置は、少なくとも一行当たり４０文字以上印字できるものであること。

　　（ ○ ）（４） メッセージの種類によっては受信の可否の選択ができるものであるが、その船舶が運航し

　　　　　　　  ている海域向けの航行上の警報、気象警報、捜査救助情報及び特定の警報の受信は拒否でき

　　　　　　　　ない。

　　 ( × )（５）　メッセージの印字が終わったときには、印字装置は自動的に６行の送りをすること。

　　（答は（　　　）内に記載。）

問 15　次の無線機器等に給電するに必要な補助電源（蓄電池）の容量（計算値）を算定せよ。ただし、各機

　　 器の電源電圧と消費電流は下表のとおりとする。なお、本船は 非常電源を装備しているものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5点）

消費電流〔A〕      
機　器　名

電源電圧

〔v〕 台　数 送信時 受信時 共通 備  考

  VHF（DSC､無線電話） ＤＣ２４ ２ 　 ８    ３ １台は二重化設備

  MF/HF（DSC､無線電話） 〃 １  ３８  １０ 主設備

  インマルサット C 　　 〃 １  １４  １０ 二重化設備

  非常灯 〃 １   ３

　（答は下記に記載。）

      Ｉｔを送信時の消費電流、ＩＲを受信時の消費電流、αを非常灯の消費電流、給電時間をｔとすると

             負荷は次式により求められる。

  　　    　   常用負荷Ｃ＝ｔ（　　×Ｉｔ＋ＩＲ＋α）＝ｔ{　　×（8＋38）＋（3＋10）＋3}＝39ｔ〔Ah〕

  　　　     　予備負荷ＣＳ＝ｔ｛　　×（8＋14）＋（3＋10）＋3 ｝＝27ｔ〔Ah〕

             容量計算に際しては常用負荷と予備負荷のいずれか大きい方で計算する。この場合は常用負荷

　　　　　 で計算する。給電時間は非常電源を装備しているので 1時間である。以上のことから蓄電池の

　　　　　 容量は次のとおりとなる。

                蓄電池の所要容量＝39×1＝39[Ah]

             ＜参考＞ ①　鉛蓄電池の場合、蓄電池定格は 10 時間率定格なので、1時間率放電の容量は 10

　　　　　　　　　　　　　時間率放電の容量を低減率（約 50％）で除したものとなる。即ち、上記の計算

　　　　　　　　　　　　　結果は、実際には　　 ＝78〔Ah〕 が必要となる。

　　　　　　　　　　　　　また、アルカリ蓄電池の場合、蓄電池定格は 5時間率放電なので、1時間率放電

　　　　　　　　　　　　　の容量は 5時間率放電の容量を低減率（約 63%～70%）で除したものとなる。

　　　　　　　　　　　　　即ち、実際には　　　≒62〔Ah〕が必要となる。

　　　　　　　  　　　②  非常電源を装備していない場合、無線設備に対する給電時間は 6時間必要となり

　　　　　　　　　　　　  ます。

１
２

１
２

１
２

39
0.5

 39
0.63
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問 16　次の無線機器等に給電するに必要な補助電源（蓄電池）の容量（計算値）を算定せよ。ただし、各機

　　 器の電源電圧と消費電流は下表のとおりとする。なお、本船は 非常電源を装備していないものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5点）

消費電流〔A〕      
機　器　名

電源電圧

〔v〕 台　数 送信時 受信時 共通 備  考

  VHF（DSC､無線電話） ＤＣ２４ ２ 　 ８    ３ １台は二重化設備

  MF/HF（DSC､無線電話） 〃 １  ３８  １０ 主設備

  インマルサット C 　 〃 １  １４  １０ 二重化設備

  非常灯 〃 １   ３

   （答は下記に記載。）

             Ｉｔを送信時の消費電流、ＩＲを受信時の消費電流、αを非常灯の消費電流、給電時間をｔとす

　　　　　 ると

             負荷は次式により求められる。

  　　    　   常用負荷Ｃ＝ｔ（　　×Ｉｔ＋ＩＲ＋α）＝ｔ{　　　×（8＋38）＋（3＋10）＋3}＝39ｔ〔Ah〕

  　　　     　予備負荷ＣＳ＝ｔ｛ 　　×（8＋14）＋（3＋10）＋3 ｝＝27ｔ〔Ah〕

             容量計算に際しては常用負荷と予備負荷のいずれか大きい方で計算する。この場合は常用負荷

　　　　　 で計算する。給電時間は非常電源を装備していないので 6時間である。以上のことから蓄電池の

　　　　　 容量は次のとおりとなる。

                蓄電池の所要容量＝39×6＝234〔Ah〕 　　　

             ＜参考＞ ①　鉛蓄電池の場合、蓄電池定格は 10 時間率定格なので、6時間率放電の容量は 10

　　　　　　　　　　　　　時間率放電の容量を低減率（約 86％）で除したものとなる。即ち、上記の計算

　　　　　　　　　　　　　結果は、実際には、　　 　≒272.093≒273〔Ah〕 が必要となる。

　　　　　　　　　　　　　また、アルカリ蓄電池の場合、蓄電池定格は 5時間率放電なので、6時間率放電

　　　　　　　　　　　　　の容量は低減率で除することなく計算結果のままでよい。

　　　　　　　　  　　②  非常電源を装備している場合、無線設備に対する給電時間は 1時間必要となりま

　　　　　　　　　　　　  す。

問 17　 次の文章は、空中線の配置・設置に関する注意事項について述べたものである。下の

　　　内の用語又は数字の中から適切なものを選び、その○番号を文中の　　　　　内に記入せよ。

　　　　なお、同じ用語又は数字を複数回使用してもよい。　（5点）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（１）　空中線は送信用と　⑫受信　　用間の距離、間隔をできるだけ離すと共に、できるだけ　 ⑯高い

 　　　 所に設けること。また、　⑲相互干渉　 を少なくするため、できるだけ分散して配置すること。

　（２）　平均風速 　⑦４０　　ｍ／sec、最大瞬間風速  ⑨６０　　ｍ／secの風圧や氷結による荷重で破

　　　　断しないこと。

　（３）　送信空中線、フィーダ又はカウンターポイズ等の高圧電気の通じているものは、その高さは人の歩

　　　　行面から　 ①２．５  ｍ以上とすること。

　（４）　ホイップ空中線は、周囲に遮蔽物のないできるだけ　⑯高い 　所で、空中線の垂直部が動揺して

　　　　も他の障害物や空中線等に接触しないような位置に、素子が　 ⑱垂直 　となるように取付けること。

　（５）　煙や蒸気等の熱の影響で空中線が軟化損傷したり　⑭絶縁低下　　を生ずるおそれがあるので、煙

１
２

１
２

１
２

234
0.86
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　　　　突等からできるだけ離すこと。やむを得ずそれらの近くに設置しなければならない場合には、

　　　　　⑪耐熱処理　等を施して空中線やフィーダを保護すること。

① 2.5、　②　３、　④　４、　⑤　20、　⑥　30、　⑦　40、　⑧　50、　⑨　60、

⑩　めっき処理、　⑪　耐熱処理、　⑫　受信、　⑬　感度低下、　⑭　絶縁低下、　⑮　低い、

⑯　高い、　⑰　斜め、　⑱　垂直、　⑲　相互干渉、　⑳　相乗効果

　　（答は　　　　　　内に記載。）

問 18　ＤＣ２４Ｖの電源（蓄電池）から無線装置までのケーブル布設長が４０ｍ必要で、無線装置の消費電

　　　流が４５Ａであり、周囲温度は２０℃とする。電圧降下を５％以内 に抑えられるケーブルの導体抵抗

　　　を計算し、 最適なケーブルを下記の内から選択し（　  ）内に○印をつけよ。なお、計算式も記入せ

　　　よ。　　（5点）

       （ 　　  ）(1)  ０．６/１kＶ  ＤＰＹＣ－35   導体抵抗：0.524Ω/km（20℃）

       （  　   ）(2)  ０．６/１kＶ  ＤＰＹＣ－50   導体抵抗：0.387Ω/km（20℃）

       （ 　○  ）(3)  ０．６/１kＶ  ＤＰＹＣ－70   導体抵抗：0.268Ω/km（20℃）

    （答は上記（    ）内の○印。計算式は下記に記載。）

　　   計算式   電圧降下をｅ、直流２線式の係数を２、Ｒ２０を 20℃における１km当たりの導体抵抗、Ｌ
　　　　　　　　をケーブルの長さ[m]、消費電流をＩとする。（周囲温度 20℃のため、導体抵抗の温度補正
　　　　　　　　は不要）
　　　　　　　　ケーブルによる電圧降下を５％とすると
                     電圧降下ｅ＝24×0.05＝1.2 〔v〕
                     導体抵抗を求めると
                        ｅ＝（2×Ｒ２０×Ｌ×Ｉ）／1000から

                      Ｒ２０＝　　　　　　　＝　　　　　　　＝　　　　≒0.334〔Ω/km〕

　　　　　　　  従って、最適なケーブルは 0.6/1kV  DPYC－70である。

問 19　ＤＣ２４Ｖの電源（蓄電池）から無線装置までのケーブル布設長が４５ｍ必要で、無線装置の消費電

　　　流が４０Ａであり、周囲温度は２０℃とする。電圧降下を５％以内 に抑えられるケーブルの導体抵抗

　　　を計算し、 最適なケーブルを下記の内から選択し（　  ）内に○印をつけよ。なお、計算式も記入せ

　　　よ。　（5点）

       （ 　　  ）(1)  ０．６/１kＶ  ＤＰＹＣ－35   導体抵抗：0.524Ω/km（20℃）

       （  　   ）(2)  ０．６/１kＶ  ＤＰＹＣ－50   導体抵抗：0.387Ω/km（20℃）

       （ 　○  ）(3)  ０．６/１kＶ  ＤＰＹＣ－70   導体抵抗：0.268Ω/km（20℃）

    （答は上記（    ）内の○印。計算式は下記に記載。）

　　   計算式   電圧降下をｅ、直流２線式の係数を２、Ｒ２０を 20℃における１km当たりの導体抵抗、Ｌ
　　　　　　　　をケーブルの長さ[m]、消費電流をＩとする。（周囲温度 20℃のため、導体抵抗の温度補正
　　　　　　　　は不要）
　　　　　　　　ケーブルによる電圧降下を５％とすると
                     電圧降下ｅ＝24×0.05＝1.2 〔v〕
                     導体抵抗を求めると
                        ｅ＝（2×Ｒ２０×Ｌ×Ｉ）／1000から

（ｅ×1000）
（2×Ｌ×Ｉ）

（1.2×1000）
（2×40×45）

1200
3600
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                      Ｒ２０＝　　　　　　　＝　　　　　　　＝　　　≒0.334〔Ω/km〕

　　　　　　　　　　 従って、最適なケーブルは 0.6/1kV  DPYC－70である。

問 20　無線システムにおいて、機器間を接続するケーブル相互間に影響するノイズの減少と除去に関し、以

　　　下の問に答えよ。　（5点）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１） 各機器間及び機器内のケーブルの布設において、ケーブル相互間のノイズの減少と除去のための

　　　方法を４つあげよ。

　　　　　（答）

　　　　　①　電路の分離　　②　電路の遮へい　　③　電線のよじり（ツイスト） 　④　ケーブルの接地

　　（２）　敏感電路と妨害電路を並行に布設する場合の注意点を述べよ。

（答）

　　　　　　敏感電路と妨害電路の間隔は、可能な限り 500mm以上とし、少なくとも 250mm以上離すこと。

　　　　　　250ｍｍ未満の間隔で布設しなければならない場合には、その近接布設長は５ｍ以下とすること。

（３）　敏感電路と妨害電路を交差させる場合の注意点を述べよ。

（答）

　　直交させるか又は 200ｍｍ以上の間隔をとって交差させる。

　

　　（４）　敏感電路で、電路の長さが妨害信号の 1/8波長以上となる場合の接地上の注意点を述べよ。

（答）

　　　　　　一端接地でなく、両端で機器の外箱に接地すること。この場合は、遮へいを機器の中に引き込ま

　　　　　　ないこと。

問 21　次の文章は接地工事について述べたものである。下の　　　　　　 内の用語又は数字の中から適切

　　　なものを選び、その○番号を文中の　　　　　内に記入せよ。

　　　　なお、同じ用語又は数字を複数回使用してもよい。　（10点）

 　（１）　ノイズ対策としての接地は、ノイズの  ⑮性質　 や　⑫侵入経路　、誘導の　⑭メカニズム　等

　　　　を見極めて、効率的に減少し除去するように施工する必要がある。

 　（２）　船体構造部等の金属上に取り付けられた機器に対する接地は、　⑪機器取付けボルト　  又は

　　　　専用の接地用金物を設けて、これに専用の　　①接地線　 で接続すること。

　 （３）　FRP船や木造船では、必ず　②接地板　に接地すること。この場合、船体に取り付けられてい

　　　　る接地銅版までの接地銅線として少なくとも幅　　③100mm　　以上の銅版を使って、接地銅板か

　　　　ら機器付近まで配線すること。

 　（４）　接地は、  ⑨最短距離　で接地すること。錫めっき軟銅線 1本で不必要に長く接地したりすると、

　　　　　　⑥高周波雑音　の除去効果が期待できない。

（ｅ×1000）
（2×Ｌ×Ｉ）

（1.2×1000）
（2×45×40）

1200
3600
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 （５）　接地線には塗装をしてはならないが、機器の接地が船体との自然接地による場合は、接触面の塗

　　　 料をはがし、さびや汚れを除去したあと　 ⑧導電性塗料  　を塗布すること。

① 接地線、　　②　接地板、　　③　100ｍｍ、　　④　300mm、　　⑤　低周波雑音、
　　　　⑥　高周波雑音、　　⑦　絶縁塗料、　　⑧　導電性塗料、　　⑨　最短距離、　　⑩　筐体

　　　　⑪　機器取付けボルト、　　⑫　侵入経路、　　⑬　除去、　　⑭　メカニズム、　　⑮　性質

　　　　　　　　　　

　　　（答は上記　　　　　　内に記載。）

【基礎理論編】

問 22　次の問に答えよ。　（5点）

（１） ＡＣ１００Ｖにおいて、インダクタンス L＝5〔mH〕のコイルに周波数ｆ＝　　　　〔Hz〕の交

流を加えたときのリアクタンスＸＬ〔Ω〕とコイルに流れる電流ＩＬ〔A〕を求めよ。
（答）

　　　　　　①　リアクタンスＸＬ＝2πｆL　から　ＸＬ＝2π×　　　　×5×10－３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＝5〔Ω〕
　　　　　　　　　　

　　　　　　②　電流ＩＬ＝　　　　から　　ＩＬ＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＝20〔Ａ〕

（２） 静電容量 C＝2π〔μF〕のコンデンサーとインダクタンス L＝　　　〔μH〕のコイルによる共
　　 振周波数 fｒを求めよ。なお、計算結果にはπを入れたままでもよい。
　　　　　　

　　　 （答）
　　　　　　　　fｒ＝　　　　　　から fｒ＝
　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＝　　 ×10６＝　　〔MHz〕

問 23　送信機に要求される条件及び受信機に要求される条件について次の問に答えよ。　（5点）
　　　　
（１） 送信機に要求される条件を 3つあげよ。
   （答は下記の中から 3つをあげる。）

　　　　　 ①　送信周波数が安定して変動が規定した帯域内に納まること。
② 送信電力が規定した最大及び最小値の範囲内に納まること。

③ 不要電波成分（スプリアス）発射が小さいこと。

④ アンテナとの整合がとれて規定の放射電力と指向特性が確保できること。

⑤ 誤発射防止対策と人体への保護対策が採られていること。

（２）　受信機に要求される条件を 2つあげよ。
　　（答は下記の中から２つをあげる。）

①　感度が良いこと（最小受信可能電力が小さいこと。）。

② 選択度が良いこと（混信がないこと。）。

③ 忠実度が良いこと（音質がよいこと。）

④ 安定度が良いこと（電源電圧変動、周囲温度変動等の影響がないこと。）。

1000
 2π

1000
 2π

　１

2π√LC  1
 2π

2π√2π×10－６×　　×10－６
1

１

2π
１

2π

ｅ

ＸＬ

100
 5

 1
 2π
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問 24　次の文章の（　　　）内に答を記入せよ。　（5点）
　　

（１） 電力増幅度２０ [ｄＢ]の増幅器に１〔Ｗ〕の入力を加えたとき出力は（　１００　）〔Ｗ〕である。

（２） 変調率３０％のＤＳＢＡＭ変調波の搬送波電圧が６〔Ｖ〕のとき、上側波帯の電圧は（ ０．９ ）

　　　〔Ｖ〕である。

（３）　パルス変調において、信号の強さに対応した１と０で構成した２進符号列に変調する方式を

　　 （　パルス符号変調ＰＣＭ　）という。

（４）　2進符号の１と０でパルス波の位相を反転させる変調を（ 2 位相シフトキーイングＢＰＳＫ ）と

　　　いう。

（５）　１０進数（１４）は２進数で表すと（　１１１０　　）である。

　（答は（　　）内に記載。）

　　　<解説>

　　　　　（１）10log１０GＰ＝20（dB）から log１０GＰ＝2 　
　　　　　　　　つまり、出力POを、 入力は 1[W]なので　電力増幅度GＰ＝　 　　＝10２　からPO＝100[W]
　　　　　　　　となる。

　　　　（２）上側波帯の電圧Ｅa、搬送波の電圧Ｅｃ、変調度ｍとするとＥa＝　　　　から

　　　　　　　Ｅa＝　　　　＝0.9（V）となる。

問 25　次の論理回路において、Ａ及びＢを入力したときの出力を（　　　　）内に記入せよ。　（5点）

　　　（１）

　　　　　　Ａ：１１００１０　　　Ｂ：０１０１１０

　　　（２）

　　　　　　Ａ：１１００１０　　　Ｂ：０１００１０

　　　　　

　　　（答は、（　　　　）内に記載。）

．Ａ

Ｂ
（　００１１０１　）

．

．Ｂ
（　０１１０１１　）

．Ａ

PＯ
 1
ｍＥｃ
 ２0.3×6

   2
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問 26　次の文中の（　　　　）内に答を記入せよ。　（5点）

（１） デジタル選択呼出しに使用されるＤＳＣ符号の情報ビット１～７が（ＹＢＢＹＢＹＢ）のときの

　　 誤り検出ビットは（　ＹＢＢ　）である。

（２） 通信ごとの全ビット長さとその中に含まれる１の数の比率を一定にする誤り検出方法を

　　　　（　定比率符号又は定マーク符号　）という。

（３） 受信側で誤りを検出したとき、送信側に誤り受信を伝えて、再度送り直して貰う方法による誤り

　　 訂正方式を（　自動再送要求（ＡＲＱ）　）という。

　（４） 信号対雑音比電力　　 が２０（dB）、信号電力 5０〔W〕のとき、雑音電力は（　０．５　）〔Ｗ〕

　　　 である。

　（５） 信号対雑音比電圧　　 が 4０（dB）、信号電力 10０〔V〕のとき、雑音電圧は（　 １　 ）〔V〕

　　　 である。

　　（答は（　　　）内に記載。）

　　　　　＜解説＞

　　　　　   (4)　ＳW：信号電力、ＮＷ：雑音電力とすると

　10log10（　   ）＝20（ｄB）から　　＝10２　、NW＝　　　＝0.5〔W〕となる。

             (5)　は 108頁参照　ＳＶ：信号電圧、ＮＶ：雑音電圧とすると

20log10（　 　 ）＝40（ｄB）から　　　＝10２　、NＶ＝　　　＝1〔V〕となる

問 27　次の文章のうち、正しいものには○印を、正しくないものには×印を（　　）内につけよ。（5点）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（　×　）（１） 可動コイル型電流計は、整流器と組み合わせなくとも交流電流を精度よく測定できる。

　（　×　）（２） 正弦波でない波形を整流計器で測定しても波形誤差は生じない。

　（　○　）（３） スプリアス（不要放射）は、スペクトルアナライザーで測定できる。

　（　○　）（４） １級のメータで測定した指示値が１００〔ｍA〕となったときの測定誤差の最大値は１

　　　　　　　　〔ｍA〕である。

　（　○　）（５）　オシロスコープに振幅変調ＡＭ波の波形を表示したとき、波形の最大値Ａ＝８〔cｍ〕、

　　　　　　　　 最小値Ｂ＝２〔cｍ〕と観測された。この場合の変調度ｍ＝０．６である。

　　　（答は（　　　）内に記載。）

　　　　＜解説＞

　　　　 　（１）交流電流を測定するには整流器を組み合わせる。
　　　　 　（２）波形誤差を生ずるので、実効値を指示する熱電対型電流（電圧）計のように波形に影響さ
　　　　　　　　 れない計器を使用する。
　　　　　 （３）147頁参照　送信機から放射される電波の周波数スペクトル及びスプリアスは、スペクト
　　　　　　　　 ルアナライザーで測定される。
　　　　 　（４）１級の計器は誤差が定格値の１％以内であることとなっている。従って、１〔ｍA〕は
　　　　　　　　　正解である。

　　　　 　（５） 変調度ｍ＝　　　　　　から

　　　　　　　　　　　 ｍ＝　　　　 ＝　　 ＝0.6となり設問は正解である。

ＳW

ＮW

ＳV

ＮV

(A－B)
(A＋B)

(8－2)
(8＋2)

　6
　10

ＳW

ＮW

ＳV

ＮV

50
100

100
100

ＳW

ＮW

ＳV

ＮV
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問 28　次の文章のうち、正しいものには○印を、正しくないものには×印を（　　）内につけよ。（5点）

　（　○　）（１） ＧＰＳ受信機による海上での位置測定には、３つの衛星からの電波を受信すること必要が

　　　　　　　　ある。

（　×　）（２） 静止衛星は、赤道上約 26,000ｋｍにあって、地球の自転と同じ角速度で東向きに回って

　　　　　　　いる。

　（　○　）（３） 人工衛星には静止衛星と移動衛星とがあり、その移動衛星には極軌道衛星と非極軌道衛星

　　　　　　　　がある。

　（　×　）（４） インマルサットの海事衛星は、４つの衛星で極地を含め、全世界の海域をカバーしている。

（　×　）（５） 船舶からインマルサットの海事衛星経由で海岸地球局へ通信する場合、船舶から発した送

　　　　　　　信周波数が、そのままの周波数で海岸地球局に送られる。

　（答は（　　）内に記載。）

　　　＜解説＞

（１） GPS受信機による位置測定には最低 4つの衛星からの電波を受信しなければならないが、
船舶等ではアンテナの水面からの高さが分かっているので、3 つの衛星からの電波を受信す
れば位置測定ができる。

（２）高度約 26,000ｋｍが誤りで、約 36,000ｋｍが正しい。
（４）インマルサットの海事衛星のカバレージは送受信点から衛星を見る仰角が５°（又は 10°）
　　　に限定されるので緯度 70°以上の極地では通信ができない。
（５）船舶から 1.6GHzの周波数で送信されたものが海事衛星で 4GHzに変換されて海岸局に送
　　　られる。したがって設問は正しくない。


